人事管理制度の日英国際比較研究　一一「差別・人権への配慮・対策」の比較を中心として一一 by 守屋 貴司
































































と統計一一』日本統計協会， 1995年 3 月を参照。
(4) イギリス企業の採用形態に関しては， Keith Sisson (ed) , Personnel Management: A Comｭ































Chance, A Practical Guide to Personnel Management in the UK, March 1994. (クリフォー
ド・チャンス法律事務所編，ジェトロ訳『英国における労務管理実務ガイド一一適切な労務管理をす
るために一一j] JETRO, 1994年 3 月)，に依拠して作成をおこなっている。クリフォード・チャンス








































(8) クリフォード・チャンス法律事務所編，ジェトロ訳，前掲書， 8 ページから12ベージ。
(9) 中央経済社編『労働基準法の知識〈第 3版)JJ 中央経済社， 1994年， 5 ページから11ページ。
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人事管理制度の日英国際比較研究




































































































































































































































































































































る女性差別の是正一一一J ~賃金と社会保障11 No. 1140, 1994年10月。
:29) 人事評価制度に関する日英国際比較研究としては，木元進一郎「人事考課=査定の日英比較一一在

























































































第一に， r 8 時間保育」を原則とした現状の保育所やフレックスタイム制度を補完する制度
として，育児・介護等を理由とした短時間勤務制度が重要で、ある。日本アイビーエムでは，














〆女性労働問題研究一一~ NO. 1170, 1996年 1 月，参照。
(33) 近年の日本企業の福利厚生制度の変化に関しては，兵庫県立労働経済研究所『新たな福利厚生制度




















学， R. M ・ V ・コリック教授より多くの示唆と助言を頂いた。ここに，重ねて感謝の気持ち
を記すことにする。
¥'(34) 越堂静子「職場における男女平等をめざすネットワーグ」基礎経済科学研究所編『働く女性と家族
の今」日本型企業社会と女性』青木書店， 1995年/4 ・ 26労働者女性解放集会実行委員会編『労働現
場から女性差別を撃つ! ~関西単一労働組合， 1993年 4 月 25 日，などを参照。
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